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(57) 要約： 本発 明のパネル支持架台
は、格子状 に接合 され た複 数の梁部
材 で構 成 され 、パ ネルが取付 け られ
るパ ネル取付格子 と ；据付 面 に立設
され た一本 の支柱 と ；支柱 の上端 に
設 け られ た受台 と ；平面視 した場合
に、前記 受台か ら放射 状 に延 び るよ
うに配置 され 、前記 パ ネル取付格子
を下 方 か ら支 持 す る複 数 の 腕 部 材

と ；を備 え、前記 受台 は、前記複 数の腕部材の それ ぞれの端部 を一箇所 に集合 させ て固定す る集合 固定部
材 を備 える。



明 細 書

発明の名称 ：パネル支持架台

技術分野

[0001 ] 本発明は、パネルを支持 した状態で据付面に設置されるパネル支持架台に

関する。

本願は、 2 0 1 2 年 0 1 月 0 6 日に、 日本に出願 された特願 2 0 1 2 — 0

0 4 8 2 号 に基づき優先権 を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] 現在、地球温暖化の主因となるC 0 2 を排出 しない太陽光発電の実用化が積

極的に進め られている。一般的に、 この太陽光発電には、複数の太陽電池セ

ルを並べて板状 に集積 した太陽光発電パネル （ソ一ラ一パネル或いは太陽電

池パネル とも呼称 される場合もある）が利用される。 この太陽光発電パネル

による発電効率 を高めるためには、太陽光発電パネルを太陽に向けて支持す

る架台が必要である。

[0003] 例 えば、特許文献 1 には、太陽電池パネル （太陽光発電パネル）を支持す

る架台 と して、矩形枠状 に形成 された取付 フレームと、 この取付 フ レー ム の

内側 に一定の間隔で並設された取付 ビームと、取付 フレームの 4 隅のそれぞ

れに接合された支柱 とを備えた架台が開示されている。

この架台において、太陽電池パネルは、取付 フレームと取付 ビームとで形成

される取付スペースに取付けられる。支柱の高さが前後で異なっているため

、太陽電池パネルを太陽に向けて傾斜 させた状態で支持できる。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：曰本国特開 2 0 0 0 — 1 0 1 1 2 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 上記特許文献 1 に開示された架台は、少な くとも4 本の支柱が必要である



と共に、それ ら4 本の支柱のそれぞれについて、取付 フレームとの接合強度

を確保するための補強部材 （支持斜材）を複数用意 し、その補強部材で支柱

と取付 フレームとを連結する必要がある。従 って、特許文献 1 に開示された

架台では、部品点数が多 くなつてコス トが上昇すると共に、組立作業が複雑

となってェ期が長 くなるという問題がある。

[0006] 本発明は、上記の問題点に鑑みてなされたものであ り、 コス ト削減及びェ

期短縮 を実現可能なパネル支持架台を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0007] 本発明は、上記課題 を解決 して係 る目的を達成するために以下の手段 を採

用する。

すなわち、

( 1 ) 本発明の一態様 に係 るパネル支持架台は、パネルを支持 した状態で据

付面に設置されるパネル支持架台であって、格子状 に接合された複数の梁部

材で構成 され、前記パネルが取付けられるパネル取付格子 と ；前記据付面に

立設された一本の支柱 と ；前記支柱の上端 に設けられた受台 と ；平面視 した

場合に、前記受台か ら放射状 に延びるように配置され、前記パネル取付格子

を下方か ら支持する複数の腕部材 と ；を備え、前記受台が、前記複数の腕部

材のそれぞれの端部 を一箇所に集合させて固定する集合固定部材を備える。

[0008] ( 2 ) 上記 （1 ) に記載のパネル支持架台において、前記受台が、その上面

が前記支柱の長さ方向に直交 した状態で、前記支柱の上端 に接合された第 1

板材 と ；その上面が前記支柱の長さ方向に直交 した状態で、前記第 1 板材に

、直接、或いはスぺ一サ一を挟んでボル ト締めされた第 2 板材 と ；をさらに

備え、前記集合固定部材が、前記第 2 板材の上面に設けられていても良い。

[0009] ( 3 ) 上記 （2 ) に記載のパネル支持架台において、前記第 1 板材及び前記

第 2 板材が、同一寸法の長方形状の板材であつても良い。

[001 0] ( 4 ) 上記 （2 ) に記載のパネル支持架台において、前記集合固定部材が、

前記第 2 板材の上面において、互いに一箇所で交差するように立設された複

数の第 3 板材を含み ；平面視 した場合に、前記複数の第 3 板材の交差部が、



前記支柱 の中心軸線 の延長線上 に存在 し ；前記複数 の腕部材のそれぞれの端

部 が、前記複数 の第 3 板材の少な くとも一つに接合 されていても良い。

[001 1] ( 5 ) 上記 （1 ) に記載 のパ ネル支持架台 において、前記受台が、前記支柱

の上端 に設 け られた位置調整機構 と ；その上面が前記支柱 の長 さ方向に直交

した状態で、前記位置調整機構 の上部 に接合 された第 4 板材 と ；をさ らに備

え、前記集合固定部材が、前記第 4 板材の上面 に設 け られてお り ；前記位置

調整機構 が、前記第 4 板材の、前記支柱 の長 さ方向の位置調整、及び前記支

柱 の長 さ方向に直交する方向の位置調整 を自在 とする構造 を有 していても良

い。

[001 2] ( 6 ) 上記 （5 ) に記載 のパ ネル支持架台 において、前記集合固定部材が、

前記第 4 板材の上面 において、互 いに一箇所で交差 するように立設 された複

数 の第 5 板材 を含み ；平面視 した場合 に、前記複数 の第 5 板材の交差部 が、

前記支柱 の中心軸線 の延長線上 に存在 し ；前記複数 の腕部材のそれぞれの端

部 が、前記複数 の第 5 板材の少な くとも一つに接合 されていても良い。

[001 3] ( 7 ) 上記 （1 ) 〜 ( 6 ) の いずれか一つに記載 のパ ネル支持架台 において

、前記パ ネル取付格子が、前記パ ネルが前記据付面 に対 して傾斜 するように

前記腕部材 によって下方か ら支持 されていても良い。

[0014] ( 8 ) 上記 （1 ) ~ ( 6 ) の いずれか一つに記載 のパ ネル支持架台 において

、前記据付面が地面であ り、前記支柱 の下部 が、地 中に直接埋め込 まれてい

ても良い。

[001 5] ( 9 ) 上記 （8 ) に記載 のパ ネル支持架台 において、前記支柱 が、 その長 さ

方向に直交する断面の形状 が円形或 いは多角形 の鋼管杭、 H 形鋼杭、 または

鋼矢板 であ っても良い。

[001 6] ( 1 0 ) 上記 （1 ) 〜 ( 6 ) の いずれか一つに記載 のパ ネル支持架台 におい

て、前記梁部材が、一定間隔で互 いに平行 となるように、前記複数 の腕部材

によって直接支持 された複数 の第 1 支持梁 と ；前記第 1 支持梁のそれぞれ と

直交 し、且つ一定間隔で互 いに平行 となるように、隣 り合 う前記第 1 支持梁

の間に架設 された複数 の第 2 支持梁 と ；を含み、前記パ ネルが、 その下面が



前記第 2 支持梁で支持されていても良い。

[001 7] ( 1 1 ) 上記 （1 0 ) に記載のパネル支持架台において、前記第 1 支持梁及

び前記第 2 支持梁が、互いに面接触 した状態で接合可能な形状を有する鋼材

であっても良い。

[001 8] ( 1 2 ) 上記 （1 0 ) に記載のパネル支持架台において、前記第 1 支持梁及

び前記第 2 支持梁が、ボル 卜締めによって互いに接合されていても良い。

[001 9] ( 1 3 ) 上記 （1 ) 〜 ( 6 ) のいずれか一つに記載のパネル支持架台におい

て、前記各腕部材が、それぞれ、その長さ方向に直交する断面として閉鎖断

面或いは開放断面を有する鋼材であっても良い。

発明の効果

[0020] 上記 （1 ) に記載のパネル支持架台によれば、パネルが取 り付けられるパ

ネル取付格子を、一本の支柱から放射状に延びる複数の腕部材で支える構成

を採用 しているので、部品点数の削減及び組立作業の簡略化を実現でき、そ

の結果、コス ト削減及びェ期短縮を実現できる。

また、このような腕部材を直接支柱に接合すると、腕部材から支柱に局所的

に大きな荷重が加わって、支柱の各腕部材接合部が部分的に変形 したり、そ

の結果として支柱が折れ曲がったりする可能性があるが、上記 （1 ) に記載

のパネル支持架台では、支柱の上端に設けられた受台において、複数の腕部

材のそれぞれの端部を一箇所に集合させて固定することにより、支柱の断面

全体に、集約 した荷重を均一に分散 し負担させることができるので、架台全

体としての剛性を効率的に高めることができる。

[0021 ] 上記 （2 ) に記載のパネル支持架台によれば、工場等でパネル取付格子、

腕部材、集合固定部材及び第 2 板材をパネル取付ュニッ 卜として予め一体的

に組み立てておくことができる。つまり、現地での作業で据付面に支柱を立

て、その支柱の上端に第 1 板材を接合 した後に、上記パネル取付ユニッ トの

第 2 板材を第 1 板材にボル 卜締め して架台を完成させるという施工方法を採

用することができるので、施工効率の向上 （つまりェ期の短縮）を実現でき

る。



また、第 1板材と第 2 板材とをスぺ一サ一を挟んでボル ト締めすれば、パ

ネル取付格子の高さ位置 （つまりパネルの高さ位置）を現地で調整すること

ができる。

[0022] 上記 （3 ) に記載のパネル支持架台によれば、作業者が、支柱の上端に接

合された第 1板材に、上記パネル取付ュニッ卜の第 2 板材をボル 卜締めする

時に、パネル取付ユニットの正 しい取付方向を容易に認識できるので、施工

効率をより向上させることができる。言い換えれば、パネルが誤った方向を

向いた状態で固定されることを防止することができる。

この場合、例えば、第 1板材と第 2 板材とが完全に重なった状態でボル ト

締め した時に、パネル取付ユニット （つまりパネル）が正 しい方向を向くよ

うにボル ト穴を形成 しておけば良い。

[0023] 上記 （4 ) に記載のパネル支持架台によれば、簡単な構成で、複数の腕部

材のそれぞれの端部を、受台 （第 2 板材）の一箇所に集合させた状態で容易

に固定することができ、さらなる部品点数の削減及びェ期短縮を実現できる

[0024] 上記 （5 ) に記載のパネル支持架台によれば、現地での作業で、第4 板材

の、支柱の長さ方向の位置調整、及び支柱の長さ方向に直交する方向の位置

調整を行うことができる。つまり、パネルの 3 次元位置を現地で調整するこ

とができる。このような位置調整機能は、複数のパネル支持架台を、互いに

隣り合うように整然と配置する必要がある場合に特に有効である。

[0025] 上記 （6 ) に記載のパネル支持架台によれば、簡単な構成で、複数の腕部

材のそれぞれの端部を、受台 （第4 板材）の一箇所に集合させた状態で容易

に固定することができ、さらなる部品点数の削減及びェ期短縮を実現できる

[0026] 上記 （7 ) に記載のパネル支持架台によれば、例えば、パネルが太陽光発

電パネルである場合に、現地で最も効率良く太陽光を受光できる姿勢で太陽

光発電パネルを支持することができる。

[0027] 上記 （8 ) に記載のパネル支持架台によれば、支柱を立てるためのコンク



リ一 卜基礎を据付面 （この場合、地面）に造る必要がないので、さらなるコ

ス 卜削減及びェ期短縮を実現できる。

[0028] 上記 （9 ) に記載のパネル支持架台によれば、一般的に地中に埋め込まれ

る鋼材を支柱として利用するので、部材の調達コス トを削減できる。

[0029] 上記 （1 0 ) に記載のパネル支持架台によれば、最小限の部品数で高剛性

のパネル取付格子を得ることができ、さらなるコス ト削減及びェ期短縮を実

現できる。

[0030] 上記 （1 1 ) または （1 2 ) に記載のパネル支持架台によれば、パネル取

付格子の剛性をさらに高めることができる。

[0031 ] 上記 （1 3 ) に記載のパネル支持架台によれば、複数の腕部材によるパネ

ル支持強度をさらに高めることができる。

図面の簡単な説明

[0032] [ 図1]本発明の一実施形態に係るパネル支持架台の全体構成を示す斜視図であ

る。

[図2] 同パネル支持架台の正面図である。

[図3] 同パネル支持架台の平面図である。

[図4] 同パネル支持架台の側面図である。

[図5] 同パネル支持架台に設けられた受台の全体構成を示す斜視図である。

[図6] 同受台の正面図である。

[図7] 同受台の平面図である。

[図8] 同受台の側面図である。

[図9] 変形例における受台 （3 軸方向の位置調整機構を備えた受台）の全体構

成を示す側面図である。

[図10] 同変形例の受台に設けられた位置調整機構の平面図である。

[図11] 図 1 0 に示す位置調整機構のD — D矢視断面図である。

[図12]実施例で用いた第 2 支持梁の断面形状を示す図である。

発明を実施するための形態
[0033] 以下、本発明の一実施形態について、図面に基づいて説明する。



図 1 は、本実施形態に係るパネル支持架台 1 の全体構成を示す斜視図であ

る。図 2 は、パネル支持架台 1 の正面図 （図 1 中のA 方向から視た図）であ

る。図 3 は、パネル支持架台 1 の平面図 （図 1 中の B方向から視た図）であ

る。図4 は、パネル支持架台 1 の側面図 （図 1 中のC方向から視た図）であ

る。

[0034] これら図 1 〜図4 に示すように、本実施形態に係るパネル支持架台 1 は、パ

ネルとして例えば太陽光発電パネル P を支持 した状態で地面G (据付面）に

設置される架台である。なお、図 1 に示すように、地面G に直交する方向を

Z 軸方向とし、このZ 軸と直交すると共に同一平面内で互いに直交する2 つ

の方向をX 軸方向及びY 軸方向とする。上記A 方向はY 軸方向と平行であり

、上記 B方向はZ 軸方向と平行であり、上記C方向はX 軸方向と平行である

[0035] パネル支持架台 1 は、格子状に接合された複数の梁部材 （後述の第 1支持梁

1 1 及び第 2 支持梁 1 2 ) で構成され、太陽光発電パネル Pが取り付けられ

るパネル取付格子 1 0 と、地面G に立設された一本の支柱 2 0 と、支柱 2 0

の上端に設けられた受台 3 0 と、受台 3 0 から放射状に延びて、パネル取付

格子 1 0 を下方から支持する複数 （本実施形態では4 本）の腕部材 4 0 とを

備えている。

[0036] パネル取付格子 1 0 を構成する梁部材は、一定間隔で互いに平行となるよ

うに、腕部材 4 0 によって直接支持された複数 （本実施形態では 2 本）の第

支持梁 1 1 ( 1 1 a 、 1 1 b ) と、第 1支持梁 1 1 のそれぞれと直交 し、

且つ一定間隔で互いに平行となるように、隣り合う第 1支持梁 1 1 の間に架

設された複数 （本実施形態では4 本）の第 2 支持梁 1 2 ( a 1 2 b 、

1 2 c 、 d ) とを含んでいる。

[0037] 太陽光発電パネル P は、その下面が第 2 支持梁 1 2 で支持されるようにパ

ネル取付格子 1 0 に取付けられる。第 1支持梁 1 1 及び第 2 支持梁 1 2 の本

数や寸法、材質等は、パネル取付格子 1 0 に取付けられる太陽光発電パネル

Pの大きさや枚数等に応 じて、適宜決定すれば良い。



[0038] また、第 1 支持梁 1 1 及び第 2 支持梁 1 2 が、互いに面接触 した状態で接

合可能な形状 を有する鋼材であることが好ま しい。 これにより、パネル取付

格子 1 0 の剛性 を高めることができる。例えば、第 1 支持梁 1 1 と して、そ

の長さ方向に直交する断面の形状が矩形の鋼材 （角形鋼材）を用い、第 2 支

持梁 1 2 と して、その長さ方向に直交する断面の形状が台形、六角形或いは

矩形の鋼材を用いると、パネル取付格子 1 0 の高剛性化、組立作業の簡略化

、及びェ期の短縮化 という点で好ま しい。勿論、第 1 支持梁 1 1 及び第 2 支

持梁 1 2 は、上記の鋼材に限定されない。

[0039] また、第 1 支持梁 1 1 及び第 2 支持梁 1 2 が、例えば L 形金具等の連結金

具 を用いたボル 卜締めによって互いに接合されていることが好ま しい （連結

金具は必ず しも必要ではない）。 これにより、パネル取付格子 1 0 の剛性 を

高めると同時に、組立作業性 を向上させることができる。勿論、第 1 支持梁

1 と第 2 支持梁 1 2 とを、溶接などの他の接合方法を用いて接合 しても良

い。

[0040] また、第 1 支持梁 1 1 は、パネル取付格子 1 0 を平面視 した場合に、パネル

取付格子 1 0 の第 1 中心線 L を挟んで、互いに対称的な位置 （つまり線対

称の位置）に配置されていることが好ま しい （図 3 参照）。つまり、第 1 支

持梁 1 1 a と 1 1 b が、第 1 中心線 L か ら互いに等距離の位置に配置され

ていることが好ま しい。なお、第 1 中心線 L は、パネル取付格子 1 0 を平

面視 した場合に、第 2 支持梁 1 2 の長さ方向の中心位置で第 2 支持梁 1 2 と

直交する直線である。

[0041 ] さ らに、第 2 支持梁 1 2 は、パネル取付格子 1 0 を平面視 した場合に、パ

ネル取付格子 1 0 の第 2 中心線 L を挟んで、互いに対称的な位置に配置さ

れていることが好ま しい （図 3 参照）。つまり、第 2 支持梁 1 2 a と 1 2 d

が、第 2 中心線 L 2 か ら互いに等距離の位置に配置され、第 2 支持梁 1 2 b

と 1 2 c が、第 2 中心線 L 2 か ら互いに等距離の位置に配置されていること

が好ま しい。なお、第 2 中心線 L は、パネル取付格子 1 0 を平面視 した場

合に、第 1 支持梁 1 1 の長さ方向の中心位置で第 1 支持梁 1 1 と直交する直



線である。

[0042] このような線対称構造のパネル取付格子 1 0 は、第 1 中心線 L 1 と第 2 中

心線 L 2 との交点を中心とした前後左右の重量バランスに優れている。従つ

て、後述の一本の支柱 2 0 とその支柱 2 0 から延びる4 本の腕部材 4 0 とい

う最小限の部品で、パネル取付格子 1 0 (つまり太陽光発電パネル P ) を継

続 して安定的に支持することが容易となる。

[0043] 以上のように構成されたパネル取付格子 1 0 は、太陽光発電パネル Pが地面

G に対 して傾斜するように、後述の腕部材 4 0 によって下方から支持されて

いる （図4 参照）。太陽光発電パネル Pの地面G に対する傾斜角は、パネル

支持架台 1 を設置する地域に応 じて、太陽光を効率良く受光できる角度 （例

えば0 ~ 3 0 ° ) に設定すれば良い。

[0044] 支柱 2 0 は、例えば、その長さ方向に直交する断面の形状が円形の鋼管杭

であり、パネル取付格子 1 0 の直下の地面G に立設されている。ここで、平

面視 した場合に、支柱 2 0 の中心軸線の延長線上に、パネル取付格子 1 0 の

中心点 （第 1 中心線 L 1 と第 2 中心線 L 2 との交点）が存在することが好ま

しい （図 3 参照）。

[0045] このように、支柱 2 0 の中心軸線とパネル取付格子 1 0 の中心点とを一致

させることにより、上記のように重量バランスに優れるパネル取付格子 1 0

を継続的且つ安定的に支持することが容易となる。ただ し、設計上及び施工

上、支柱 2 0 の中心軸線とパネル取付格子 1 0 の中心点とを完全に一致させ

ることは困難であるため、許容範囲内 （公差内）で両者が一致すれば良い。

[0046] また、本実施形態のように、パネル支持架台 1 の据付面が地面Gである場

合、支柱 2 0 の下部が地中に直接埋め込まれていることが好ましい （図 2 、

4 参照）。これにより、地表または地中に支柱 2 0 を固定するためのコンク

リ一 卜基礎を設ける必要がなくなる。勿論、必ず しも支柱 2 0 を地中に直接

埋め込む必要はなく、状況に応 じて、支柱 2 0 を固定するためのコンクリ一

卜基礎を設けても良い。

[0047] また、支柱 2 0 として、上記のような円形の鋼管杭に限らず、断面形状が



多角形の鋼管杭や、 H形鋼杭、 または鋼矢板などを用いても良い。 このよう

に、一般的に地中に埋め込 まれる鋼材を支柱 2 0 と して利用することで、部

材の調達 コス トを削減できる。勿論、支柱 2 0 は、上記の鋼材に限定されな

い。

[0048] 支柱 2 0 の上端 には、 4 本の腕部材 4 0 のそれぞれの端部 を一箇所に集合

させて固定する集合固定部材 3 1 (詳細は図 5 〜図 8 を用いて後述する）を

備える受台 3 0 が設けられている。 4 本の腕部材 4 0 ( 4 1、 4 2 、 4 3 、

4 4 ) は、平面視 した場合に、受台 3 0 の集合固定部材 3 1 か ら放射状 に延

びるように配置され、パネル取付格子 1 0 を下方か ら支持 している。

[0049] よ り具体的には、 4 本の腕部材 4 0 のうち、 2 本の腕部材 4 1、 4 2 が、第

1 梁部材 1 1 a に溶接或いはボル ト締め等の接合方法を用いて接続 され、残

りの 2 本の腕部材 4 3 、 4 4 が、第 1 梁部材 1 1 b に溶接或いはボル 卜締め

等の接合方法を用いて接続 されている。つまり、第 1 梁部材 1 1 a が腕部材

4 1、 4 2 によって傾斜 した状態で支持され、第 1 梁部材 1 1 b が腕部材 4

3 、 4 4 によって傾斜 した状態で支持されることにより、パネル取付格子 1

0 (つまり太陽光発電パネル P ) が傾斜 した状態で支持される （図 4 参照）

[0050] 各腕部材 4 0 は、その長さ方向に直交する断面 と して閉鎖断面 （例えば、角

形断面などの多角形断面）或いは開放断面 （溝形断面、 C 形断面、ハ ツ 卜形

断面等）を有する鋼材であることが好ま しい。なお、ハ ッ ト形断面 とは、互

いに対向する一対の側壁部 と、 これ ら側壁部の一端同士を連結する連結壁部

と、各側壁部の他端か ら互いに離れる方向に延びるフランジ部 とを有する断

面を指す。勿論、各腕部材 4 0 は、上記の鋼材に限定されない。

[0051 ] 以下、図 5 〜図 8 を参照 しなが ら、受台 3 0 の詳細について説明する。

図 5 は、受台 3 0 の全体構成 を示す斜視図である。図 6 は、受台 3 0 の正

面図 （図 5 の A 方向か ら視た図）である。図 7 は、受台 3 0 の平面図 （図 5

の B 方向か ら視た図）である。図 8 は、受台 3 0 の側面図 （図 5 の C 方向か

ら視た図）である。



[0052] 受台 3 0 は、集合固定部材 3 1 に加えて、その上面が支柱 2 0 の長さ方向 （

Z 軸方向）に直交 した状態で、支柱 2 0 の上端に接合された第 1板材 3 2 と

、その上面が支柱 2 0 の長さ方向に直交 した状態で、上記第 1板材 3 2 にス

ぺ一サ一3 4 を挟んでボル 卜締めされた第 2 板材 3 3 とを備えている。

[0053] 第 1板材 3 2 は、溶接などの強力な接合方法によって支柱 2 0 の上端に接

合されることが好ましいが、その他の接合方法で接合されても良い。また、

第 2 板材 3 3 は、 4 本のボル ト3 5 によって、第 1板材 3 2 にボル ト締めさ

れるが、高さ調節の必要がない場合には、スぺ一サ一 3 4 を取り除いても良

し、。また、後述の理由から、第 1板材 3 2 及び第 2 板材 3 3 は、同一寸法の

長方形状の板材であることが好ましい。勿論、第 1板材 3 2 及び第 2 板材 3

3 の形状及び寸法は、これに限定されない。

[0054] 集合固定部材 3 1 は、第 2 板材 3 3 の上面に設けられている。この集合固

定部材 3 1 は、第 2 板材 3 3 の上面において、互いに一箇所で交差するよう

に立設された複数 （本実施形態では 2 枚）の第 3 板材 3 1 a 、 3 1 b を含ん

でいる。各腕部材 4 0 のそれぞれの端部 （第 1支持梁 1 1 に接続されている

端部の反対側の端部）は、第 3 板材 3 a の両面に溶接などの強力な接合方

法によって接合されている。

[0055] 具体的には、第 3 板材 3 a の一方の面において、第 3 板材 3 b を挟んだ

両側に腕部材 4 と4 3 が接合され、第 3 板材 3 a の他方の面において、

第 3 板材 3 1 b を挟んだ両側に腕部材 4 2 と4 4 が接合されている。なお、

腕部材 4 0 の接合箇所はこれに限定されず、腕部材 4 0 を第 3 板材 3 1 b に

接合 しても良いし、或いは第 3 板材 3 a と第 3 板材 3 b の両方に分けて

接合 しても良い。

[0056] ここで、平面視 した場合に、これら2 枚の第 3 板材 3 1 a と3 1 b との交差

部が、支柱 2 0 の中心軸線の延長線上に存在することが好ましい （図 7 参照

) 。これにより、上記のように重量バランスに優れるパネル取付格子 1 0 を

継続的且つ安定的に支持することが容易となる。ただ し、設計上及び施工上

、第 3 板材 3 1 a と3 1 b との交差点と支柱 2 0 の中心軸線とを完全に一致



させることは困難であるため、許容範囲内 （公差内）で両者が一致すれば良

い。

[0057] 以上のような本実施形態のパネル支持架台 1 によれば、太陽光発電パネル

Pが取り付けられるパネル取付格子 1 0 を、一本の支柱 2 0 から放射状に延

びる四本の腕部材 4 0 で支える構成を採用 しているので、部品点数の削減及

び組立作業の簡略化を実現でき、その結果、コス ト削減及びェ期短縮を実現

できる。

また、このような腕部材 4 0 を直接支柱 2 0 に接合すると、腕部材 4 0 から

支柱 2 0 に局所的に大きな荷重が加わって、支柱 2 0 の各腕部材接合部が部

分的に変形 したり、その結果として支柱 2 0 が折れ曲がったりする可能性が

あるが、本実施形態のパネル支持架台 1 では、支柱 2 0 の上端に設けられた

受台 3 0 において、各腕部材 4 0 のそれぞれの端部を一箇所に集合させて固

定することにより、支柱 2 0 の断面全体に、集約 した荷重を均一に分散 し負

担させることができるので、架台全体としての剛性を効率的に確保できる。

[0058] また、本実施形態のパネル支持架台 1 によれば、工場等でパネル取付格子

0 、腕部材 4 0 、集合固定部材 3 1 及び第 2 板材 3 3 をパネル取付ュニッ

卜として予め一体的に組み立てておくことができる。つまり、現地での作業

で据付面 （地面G ) に支柱 2 0 を立て、その支柱 2 0 の上端に第 1板材 3 2

を接合 した後に、上記パネル取付ュニッ卜の第 2 板材 3 3 を第 1板材 3 2 に

ボル ト締め して架台を完成させるという施工方法を採用することができるの

で、施工効率の向上 （つまりェ期の短縮）を実現できる。

また、第 1板材 3 2 と第 2 板材 3 3 とをスぺ一サ一 3 4 を挟んでボル 卜締

めすることにより、パネル取付格子 1 0 の高さ位置 （つまり太陽光発電パネ

ル Pの高さ位置）を現地で調整することができる。

[0059] また、本実施形態のパネル支持架台 1 によれば、第 1板材 3 2 及び第 2 板

材 3 3 が、同一寸法の長方形状の板材であるので、作業者が、支柱 2 0 の上

端に接合された第 1板材 3 2 に、上記パネル取付ュニッ卜の第 2 板材 3 3 を

ボル ト締めする時に、パネル取付ュニッ卜の正 しい取付方向を容易に認識で



きる。 これにより、パネル支持架台 1 の施工効率をより向上させることがで

きる。言い換えれば、太陽光発電パネル P が誤 った方向を向いた状態で固定

されることを防止することができる。

この場合、例えば、第 1板材 3 2 と第 2 板材 3 3 とが完全に重なった状態

でボル ト締め した時に、パネル取付ユニッ ト （つまり太陽光発電パネル P )

が正 しい方向を向 くようにボル ト穴を形成 しておけば良い。

[0060] また、本実施形態のパネル支持架台 1 によれば、簡単な構成で、腕部材 4

0 のそれぞれの端部を、受台 3 0 の一箇所に集合させた状態で容易に固定す

ることができ、さらなる部品点数の削減及びェ期短縮を実現できる。

[0061 ] また、本実施形態のパネル支持架台 1 によれば、支柱 2 0 が地中に直接埋

め込まれているので、支柱 2 0 を立てるためのコンクリー ト基礎 を据付面 （

この場合、地面 G ) に造る必要がな く、さらなるコス ト削減及びェ期短縮を

実現できる。

[0062] 以上、本発明の一実施形態について説明 したが、本発明は上記実施形態に

限定されず、例えば以下のような変形例が挙げられる。

( 1 ) 例えば、上記実施形態では、第 1 支持梁 1 1 が腕部材 4 0 によって支

持される構成を例示 したが、第 2 支持梁 1 2 が腕部材 4 0 によって支持され

ても良い し、或いは、第 1 支持梁 1 1 及び第 2 支持梁 1 2 の両方が腕部材 4

0 によって支持されても良い。

[0063] ( 2 ) 例えば、上記実施形態では、パネル支持架台 1 が地面 G に設置される

場合を例示 したが、本発明はこれに限 らず、家屋の屋根や建物の屋上に設置

されるパネル支持架台にも適用することができる。

[0064] ( 3 ) 例えば、上記実施形態では、パネル として太陽光発電パネル P を支持

するパネル支持架台 1 について説明 したが、本発明はこれに限 らず、気象観

測用のパネルやアンテナ、商業用の看板などの様々な用途に使用されるパネ

ルを支持するパネル支持架台に適用することができる。

[0065] ( 4 ) 例えば、上記実施形態では、受台 3 0 の第 1板材 3 と第 2 板材 3 3

との間にスぺ一サ一 3 4 を挟むことで、太陽光発電パネル P の高さ位置 （Z



軸方向の位置）を調整可能であつたが、この受台 3 0 に替えて、太陽光発電

パネル PのX Y Z の 3 軸方向の位置調整を可能とする受台 5 0 を設けても良

い。

[0066] 図 9 に示すように、本変形例における受台 5 0 は、支柱 2 0 の上端に設け

られた位置調整機構 5 と、その上面が支柱 2 0 の長さ方向に直交 した状態

で、位置調整機構 5 の上部に接合された第4 板材 5 2 と、第4 板材 5 2 の

上面に設けられた集合固定部材 5 3 とを備えている。

[0067] 図 1 0 は、位置調整機構 5 の平面図である。図 1 1 は、図 1 0 に示す位

置調整機構 5 1 の D —D矢視断面図である。図 9 〜図 1 1 に示すように、位

置調整機構 5 1 は、正方形の第 1調整板材 5 4 と、この第 1調整板材 5 4 よ

り小さく、同 じく正方形の第 2 調整板材 5 5 と、 4 つの Z 方向アジャス トヮ

ッシャ5 6 と、 4 本の Z 方向アジャス トボル ト5 7 と、 4 本のY 方向アジャ

ス 卜ボル 卜5 8 と、 4 本のX 方向アジヤス 卜ボル 卜5 9 とを備えている。

[0068] 第 1調整板材 5 4 は、その上面が支柱 2 0 の長さ方向 （Z 軸方向）と直交

した状態で、支柱 2 0 の上端に接合されている。この第 1調整板材 5 4 は、

溶接などの強力な接合方法によって支柱 2 0 の上端に接合されていることが

好ましいが、その他の接合方法を用いても良い。第 1調整板材 5 4 の4 辺の

うち、対向する一対の辺はX 軸方向と平行であり、残りの対向する一対の辺

はY 軸方向と平行である。また、第 1調整板材 5 4 の4 辺には、第 1調整板

材 5 4 の一辺の長さより短 く、且つ互いに長さの等 しい第 1側板 5 4 - 、

5 4 —2 、 5 4 - 3 5 4 _ 4 が立設されている。

[0069] 第 1調整板材 5 4 の4 隅に近い部分には、それぞれ、X 軸方向に長いボル

卜穴 5 4 a 、 5 4 b 、 5 4 c 、 5 4 d が設けられている。第 1側板 5 4 _ 1

の 2 箇所には、それぞれ、X 軸方向に長いボル ト穴 5 4 _ 1 a 及び 5 4 _ 1

b が設けられている。同様に、第 1側板 5 4 _ 2 の 2 箇所には、X 軸方向に

長いボル ト穴 5 4 - 2 a 及び 5 4 - 2 b が設けられている。

—方、第 1側板 5 4 —3 の 2 箇所には、それぞれ、 Y 軸方向に長いボル ト

穴 5 4 _ 3 a 及び 5 4 _ 3 b が設けられている。同様に、第 1側板 5 4 —4



の 2 箇所には、 Y 軸方向に長いボル ト穴 5 4 _ 4 a 及び 5 4 _ 4 b が設けら

れている。

[0070] 第 2 調整板材 5 5 は、その上面が支柱 2 0 の長さ方向に直交 した状態で、

上記第 1 調整板材 5 4 に 4 つの Z 方向アジャス トヮッシャ 5 6 を挟んでボル

卜締めされている。

第 2 調整板材 5 5 の 4 辺のうち、対向する一対の辺はX 軸方向と平行であ り

、残 りの対向する一対の辺はY 軸方向と平行である。 また、第 2 調整板材 5

5 の 4 辺には、第 2 調整板材 5 5 の一辺の長さより短 く、且つ第 1 調整板材

5 4 の各側板 5 4 - ~ 5 4 _ 4 と長さの等 しい第 2 側板 5 5 _ 1、 5 5 -

2 、 5 5 - 3 5 5 _ 4 が立設されている。

[0071 ] 第 2 調整板材 5 5 の 4 隅に近い部分には、それぞれ、 Y 軸方向に長いボル

卜穴 5 5 a 、 5 5 b 、 5 5 c 、 5 5 d が設けられている。第 1 調整板材 5 4

の中心 と第 2 調整板材 5 5 の中心 とがー致する状態 （以下、 この状態を基準

位置状態 と呼称する）において、第 1 調整板材 5 4 のボル ト穴 5 4 a 、 5 4

b 、 5 4 c 、 5 4 d と、第 2 調整板材 5 5 のボル ト穴 5 5 a 、 5 5 b 、 5 5

c 、 5 5 d とが、それぞれ十字に交差する （図 1 0 参照）。

[0072] Z 方向アジャス トボル ト5 7 は、上記のような 4 箇所のボル ト穴交差部の

それぞれにおいて、 Z 方向アジャス トヮッシャ 5 6 を介 して、第 1 調整板材

5 4 の下面か ら第 2 調整板材 5 5 の上面に向かって貫通 した後、ナ ツ 卜で固

定される （図 1 1 参照）。

[0073] 第 2 側板 5 5 - の 2 箇所には、それぞれ、通常の円形のボル ト穴 5 5 -

a 及び 5 5 _ 1 b が設けられている。基準位置状態において、第 1 側板 5 4

- のボル 卜穴 5 4 _ 1 a の中心 と、第 2 側板 5 5 — 1 のボル 卜穴 5 5 _ 1

a の中心 とは、 X 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。同 じく基準位置状態に

おいて、第 1 側板 5 4 — 1 のボル 卜穴 5 4 _ 1 b の中心 と、第 2 側板 5 5 —

1 のボル ト穴 5 5 _ 1 b の中心 とは、 X 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。

[0074] Y 方向アジャス トボル 卜5 8 の一本 目は、第 1 側板 5 4 — 1 側か ら、ボル 卜

穴 5 4 — 1 a 及びボル ト穴 5 5 - a を貫通 した後、ナ ツ 卜で固定される。



また、 Y 方向アジヤ ス 卜ボル 卜5 8 の二本目は、第 1側板 5 4 - 側から、

ボル ト穴 5 4 _ 1 b 及びボル 卜穴 5 5 _ 1 b を貫通 した後、ナットで固定さ

れる。

[0075] 第 2 側板 5 5 _ 2 の 2 箇所には、通常の円形のボル 卜穴 5 5 _ 2 a 及び 5 5

- b が設けられている。基準位置状態において、第 1側板 5 4 —2 のボル

卜穴 5 4 _ 2 a の中心と、第 2 側板 5 5 _ 2 のボル ト穴 5 5 - 2 a の中心と

は、X 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。同 じく基準位置状態において、第

側板 5 4 —2 のボル 卜穴 5 4 _ 2 b の中心と、第 2 側板 5 5 —2 のボル 卜

穴 5 5 —2 b の中心とは、X 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。

[0076] Y 方向アジャス トボル 卜5 8 の三本目は、第 1側板 5 4 —2 側から、ボル 卜

穴 5 4 —2 a 及びボル ト穴 5 5 - 2 a を貫通 した後、ナツ卜で固定される。

また、 Y 方向アジャス トボル ト5 8 の四本目は、第 1側板 5 4 —2 側から、

ボル ト穴 5 4 _ 2 b 及びボル 卜穴 5 5 _ 2 b を貫通 した後、ナットで固定さ

れる。

[0077] 第 2 側板 5 5 _ 3 の 2 箇所には、それぞれ、通常の円形のボル ト穴 5 5 _ 3

a 及び 5 5 _ 3 b が設けられている。基準位置状態において、第 1側板 5 4

- 3 のボル 卜穴 5 4 _ 3 a の中心と、第 2 側板 5 5 —3 のボル 卜穴 5 5 _ 3

a の中心とは、 Y 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。同 じく基準位置状態に

おいて、第 1側板 5 4 —3 のボル 卜穴 5 4 _ 3 b の中心と、第 2 側板 5 5 —

3 のボル ト穴 5 5 —3 b の中心とは、 Y 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。

[0078] X 方向アジャス トボル 卜5 9 の一本目は、第 1側板 5 4 —3 側から、ボル 卜

穴 5 4 —3 a 及びボル ト穴 5 5 - 3 a を貫通 した後、ナツ卜で固定される。

また、X 方向アジャス トボル ト5 9 の二本目は、第 1側板 5 4 —3 側から、

ボル ト穴 5 4 _ 3 b 及びボル 卜穴 5 5 _ 3 b を貫通 した後、ナットで固定さ

れる。

[0079] 第 2 側板 5 5 _ 4 の 2 箇所には、それぞれ、通常の円形のボル ト穴 5 5 _ 4

a 及び 5 5 _ 4 b が設けられている。基準位置状態において、第 1側板 5 4

- 4 のボル 卜穴 5 4 _ 4 a の中心と、第 2 側板 5 5 —4 のボル 卜穴 5 5 _ 4



a の中心 とは、 Y 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。同 じく基準位置状態に

おいて、第 1 側板 5 4 —4 のボル 卜穴 5 4 _ 4 b の中心 と、第 2 側板 5 5 —

4 のボル ト穴 5 5 —4 b の中心 とは、 Y 軸上及び Z 軸上の位置が一致する。

[0080] X 方向アジャス トボル 卜5 9 の三本 目は、第 1 側板 5 4 —4 側か ら、ボル 卜

穴 5 4 —4 a 及びボル ト穴 5 5 - 4 a を貫通 した後、ナ ツ 卜で固定される。

また、 X 方向アジャス トボル ト5 9 の四本 目は、第 1 側板 5 4 —4 側か ら、

ボル ト穴 5 4 _ 4 b 及びボル 卜穴 5 5 _ 4 b を貫通 した後、ナ ッ トで固定さ

れる。

[0081 ] 図 9 に示すように、第 4 板材 5 2 は、その上面が支柱 2 0 の長さ方向 （Z

軸方向）に直交 した状態で、第 2 調整板材 5 5 に立設された第 2 側板 5 5 _

1 ~ 5 5 _ 4 の上部 に溶接等によって接合されている。

[0082] 集合固定部材 5 3 は、第 4 板材 5 2 の上面に設けられている。 この集合固定

部材 5 3 は、第 4 板材 5 2 の上面において、互いに一箇所で十字に交差する

ように立設された 2 枚の第 5 板材 5 3 a 、 5 3 b を含んでいる。各腕部材 4

0 のそれぞれの端部は、第 5 板材 5 3 a の両面に溶接などの強力な接合方法

によって接合されている。第 5 板材 5 3 a における腕部材 4 0 の接合箇所に

ついては、上記実施形態 と同様であるので、詳細な説明を省略する。

[0083] 上記のような構成の受台 5 0 によると、 X 方向アジャス トボル ト5 9 を回転

させることで、第 4 板材 5 2 の X 軸上の位置を調整でき、 Y 方向アジャス ト

ボル 卜5 8 を回転 させることで、第 4 板材 5 2 の Y 軸上の位置を調整できる

。 また、 Z 方向アジャス トヮッシャ 5 6 の有無によって、第 4 板材 5 2 の Z

軸上の位置を調整できる。

[0084] つまり、本変形例 によれば、現地での架台組立作業時において、太陽光発電

パネル P の 3 次元位置を調整することができる。 このような位置調整機能は

、複数のパネル支持架台 1 を、互いに隣 り合 うように整然 と配置する必要が

ある場合に特 に有効である。勿論、位置調整機構 5 1 の構造は、上記変形例

で説明 した構造に限定されない。

実施例



[0085] 次に、本発明の実施例について説明するが、実施例での条件は、本発明の

実施可能性及び効果を確認するために採用 した一条件例であり、本発明は、

この一条件例に限定されるものではない。本発明は、本発明の要旨を逸脱せ

ず、本発明の目的を達成する限りにおいて、種々の条件を採用 し得るもので

ある。

[0086] 本実施例では、太陽光発電パネルとして、縦寸法が 9 9 0 m m、横寸法が

6 5 0 m mのパネルを用いて、 1 モジュール当たり 1 2 枚のパネル （横置

き3 段 X 4 列）をパネル取付格子に取付けた。本実施例において、風荷重設

計用の速度圧は 2 4 0 0 N / m m 2に設定 した。

[0087] また、本実施例では、第 2 支持梁として、その長さ方向に直交する断面の

形状が、図 1 2 に示すような六角形状の鋼管 （上辺 ：1 0 0 m m、下辺 ：4

0 m m、高さ ：7 5 m m、斜辺の高さ ：4 5 m m、板厚 ：1 . 6 m m) を用

いた。

また、本実施例では、第 1支持梁として、その長さ方向に直交する断面の形

状が角形 （矩形）の鋼管 （断面寸法 ：1 2 5 m m X 7 5 m m 、板厚 ：1 . 6

m m) を用いた。

これらの第 1支持梁及び第 2 支持梁を用いて、平面視 した場合の縦寸法が 3

1 0 0 m m 横寸法が 3 0 0 m mのパネル取付格子を作製 した。

また、本実施例では、支柱として、その長さ方向に直交する断面の形状が円

形の鋼管杭 （直径 ：1 1 4 . 3 m m、板厚 ：2 . 8 m m) を用いた。

また、本実施例では、腕部材として、その長さ方向に直交する断面の形状が

角形の鋼管 （断面寸法 ：5 0 m m X 5 0 m m、板厚 ：2 . 3 m m) を用いた

[0088] 現地において、上記の各部材を用いて、地面に対する傾斜角が 1 0 ° とな

るように太陽光発電パネルを支持するパネル支持架台を組み立てた。組立開

始から施工完了まで、 1 モジュール当たりで 0 . 5 日を要 した。通常のェ期

(例えば、特許文献 1 の場合）は 1 0 日であるので、本発明により、ェ期を

大幅に短縮できることが確認された。



産業上の利用可能性

本発明によれば、構造が簡素で、組立作業が簡略で、低価格で、ェ期が短

く、かつ、パネル支持強度 に優れたパネル支持架台 を提供することがで きる

。 よって、本発明を実施することによ り、大 きな産業上の効果 を期待で きる

符号の説明

1 パ ネル支持架台

1 0 パ ネル取付格子

1 1 ( 1 1 a 、 1 1 b ) 第 1 支持梁

1 2 ( 1 1 a 、 1 1 b 、 1 1 c 、 d ) 第 2 支持梁

2 0 支柱

3 0 受台

3 集合固定部材

3 1 a 、 3 1 b 第 3 板材

3 2 第 1 板材

3 3 第 2 板材

3 4 スぺ一サ一

3 5 ボル 卜

4 0 ( 4 1 、 4 2 、 4 3 、 4 4 ) 腕部材

5 0 受台

5 位置調整機構

5 第 4 板材

5 3 集合固定部材

5 3 a 、 5 3 b 第 5 板材

5 4 第 1 調整板材

5 5 第 2 調整板材

5 6 Z 方向アジャス トヮッシャ

5 7 Z 方向アジャス トボル ト



Y 方向アジャス トボル ト

X 方向アジャス トボル ト

陽光発電パネル



請求の範囲

[ 請求項 1 ] パネル を支持 した状態で据付面 に設置 されるパネル支持架台であ って

格子状 に接合 された複数の梁部材で構成 され、前記パネルが取付 け ら

れるパネル取付格子 と ；

前記据付面 に立設 された一本の支柱 と ；

前記支柱の上端 に設 け られた受台 と ；

平面視 した場合 に、前記受台か ら放射状 に延びるように配置 され、前

記パネル取付格子を下方か ら支持する複数の腕部材 と ；

を備 え、

前記受台は、前記複数の腕部材のそれぞれの端部 を一箇所 に集合 させ

て固定する集合固定部材 を備 える

ことを特徴 とするパネル支持架台。

[ 請求項 2 ] 前記受台は、

その上面が前記支柱の長 さ方向に直交 した状態で、前記支柱の上端 に

接合 された第 1 板材 と ；

その上面が前記支柱の長 さ方向に直交 した状態で、前記第 1 板材 に、

直接、或いはスぺ一サ一を挟んでボル ト締めされた第 2 板材 と ；

をさ らに備 え、

前記集合固定部材は、前記第 2 板材の上面 に設 け られている

ことを特徴 とする請求項 1 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項3] 前記第 1 板材及び前記第 2 板材は、同一寸法の長方形状の板材である

ことを特徴 とする請求項 2 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項4] 前記集合固定部材は、前記第 2 板材の上面 において、互いに一箇所

で交差するように立設 された複数の第 3 板材 を含み ；

平面視 した場合 に、前記複数の第 3 板材の交差部が、前記支柱の中

心軸線の延長線上 に存在 し ；

前記複数の腕部材のそれぞれの端部が、前記複数の第 3 板材の少な



くとも一つに接合 されている ；

ことを特徴 とする請求項 2 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項 5] 前記受台は、

前記支柱の上端 に設 け られた位置調整機構 と ；

その上面が前記支柱の長 さ方向に直交 した状態で、前記位置調整機

構の上部 に接合 された第 4 板材 と ；

をさ らに備 え、

前記集合固定部材は、前記第 4 板材の上面 に設 け られてお り ；

前記位置調整機構 は、前記第 4 板材の、前記支柱の長 さ方向の位置

調整、及び前記支柱の長 さ方向に直交する方向の位置調整 を自在 とす

る構造 を有する ；

ことを特徴 とする請求項 1 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項 6] 前記集合固定部材は、前記第 4 板材の上面 において、互いに一箇所で

交差するように立設 された複数の第 5 板材 を含み ；

平面視 した場合 に、前記複数の第 5 板材の交差部が、前記支柱の中

心軸線の延長線上 に存在 し ；

前記複数の腕部材のそれぞれの端部が、前記複数の第 5 板材の少な

くとも一つに接合 されている ；

ことを特徴 とする請求項 5 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項7] 前記パネル取付格子は、前記パネルが前記据付面 に対 して傾斜する

ように前記腕部材 によって下方か ら支持 されていることを特徴 とする

請求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項8] 前記据付面が地面であ り、

前記支柱の下部が、地中に直接埋め込 まれていることを特徴 とする請

求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載のパネル支持架台。

[ 請求項 9] 前記支柱 は、 その長 さ方向に直交する断面の形状が円形或いは多角

形の鋼管杭、 H形鋼杭、 または鋼矢板であることを特徴 とする請求項

8 に記載のパネル支持架台。



[ 請求項 10] 前記梁部材は、

—定間隔で互いに平行 となるように、前記複数の腕部材 によって直

接支持 された複数の第 1 支持梁 と ；

前記第 1 支持梁のそれぞれ と直交 し、且つ一定間隔で互いに平行 とな

るように、隣 り合 う前記第 1 支持梁の間に架設 された複数の第 2 支持

梁 と ；

を含み、

前記パネルは、 その下面が前記第 2 支持梁で支持 されている ；

ことを特徴 とする請求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載のパネル支持

ム
木 口 。

[ 請求項 11] 前記第 1 支持梁及び前記第 2 支持梁は、互いに面接触 した状態で接

合可能な形状 を有する鋼材であることを特徴 とする請求項 1 0 に記載

のパネル支持架台。

[ 請求項 12 ] 前記第 1 支持梁及び前記第 2 支持梁は、ボル ト締めによって互いに

接合 されていることを特徴 とする請求項 1 0 に記載のパネル支持架台

[ 請求項 13 ] 前記各腕部材は、 それぞれ、 その長 さ方向に直交する断面 と して閉

鎖断面或いは開放断面 を有する鋼材であることを特徴 とする請求項 1

〜 6 のいずれか一項 に記載のパネル支持架台。
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